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令和4年度各会計別予算額調(令和4年7月議会
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令和4年度一般会計歳入予額調(令和4年7月議会第5号補正)
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令和4年度一般会計性質別予算額調(令和4年7月議会第5号補正)

性

1人 件

(1)特別 給

(2)職

ア基 本

イその他の手当

③地方公務員共済組合等負担金

④退

(5)そ

2物

持 修3維

4扶

助5補

経的6投

①普通建設 事業

ア補

イ単

施ウ県

②災害復旧 業

ア補

イ単

質 別

1,123,013

現

金

計予算額

構成比額

貼

12.フ27,642.081

469,256

18'681β17

12,173211

6,508,606

4,221.857

1,846,129

2,423,022

26,008β45

1,669,599

83.012,266

1 1.291,661

25,021.589

24.456,589

15,790,007

フ,508,473

1,158,109

565,000

405,000

160.000

24,847,985

フ70,07フ

2.641,904

1,302,004

補 正

02

額

"3

8.6

0.4

56

6,245

12

30

金

(単位:干円)

計

06

19

2,969

額

OB

27.648,326

469,256

18.684,786

12,173,21 1

6,511,575

4.221,948

1,846,129

2.426.207

26,470,019

1,669,599

83,012,266

11.814,087

25,154,757

24'589.757

15,790.007

フ,641,641

1,158,109

565,000

405,000

160,000

24β47.985

フ70,07フ

2,641,904

1,302.004

14,090,156

200,000

219,621.180

構成比

%

12.6

1.1

2,969

6.4

費

119

7公

8積

9出

10 貸

11 繰

12 予

91

1000

08

380

3,185

461,174

02

0.1

52

8.5

115

5.5

立

11.2

30

522,426

72

19

133,168

34

OB

133.168

0.5

1.1

備

03

12.1

133,168

0.2

08

計

0.1

378

11.4

5.4

14,090.156

0.4

115

200,000

218,498,167

-3-

1.2

11.2

06

72

6.4

35

0.1

0.5

100.0

03

0.2

0,1

合

与
給
給

合

職
員

金
他
費

職
の

費
等

件
補
助

分
分
分

助
独

分
分

助
独

金
金
金
金

資
付
出

行
事



令和4年度7月補正予算(第5号)について

田会計別補正予の内訳

区分

1 原油価格・物価高騰対策に係

るもの

2 コロナ禍からの社会・経済

の復興に係るもの

3 その他

一般会計

645,204

■一般会計補正予算の内容

645,204 千円】原油価格・物価高騰対策に係るもの

.子育て支援環境整備費(民間保育所等副食支援交付金)、市立保育所(営費)、市立認定

こども園費(運営)、子育て世帯生活困窮者支援特別給付金(給付金、事務費)、業振興

負担金.補助金(施設芸等燃油価格高騰対策補助金、肥料価格高騰対策補助金)、農業

振興施設整備事業補助金(地域特産産物生産高度化支援施設、施設芸省エネルギー推進

施設)、畜産業負担金・補助金(畜産配合飼料価格高騰対策費補助金)、水産業振興費負担金・

補助金(漁業用燃油価格高騰対策補助金)、都市交通対策(公共交通確保支援金)、都市交

通対策事業(公共交通次世代車両等'入補助金)、学校給食実施費(給食食材等調達)

計

特別会計

459,309

,8,500

企業会計

,,123,0,3

^

(単位:千円)

升

645,204.

.

2 コロナ禍からの社'・経済の復興に係るもの【 459,309千円】

.情報発信設備整備事業費(新市庁舎大型ディスプレイ)、政策推進費(マイナンバーカード普

及促進キャンベーン事業費)、文化施設管理運営(文化施設キャッシュレス化推進)、業

振興施設整備事業補助金(地域特産農産物生産高度化支援施設)、観光振興対策(観光地

域づくり推進、観光'源魅力推進費)、観光施設管理営費(観光施設キャツシュレス化推

進)、都市交通対策事業(矢上バス停留所整備補助金)、小学校管理(教育ICT推進

)、中学校管理費(教育ICT推進)、高等学校管理(教育ICT推進)

^ 459,309

^

,8,500

,,,23,0,3合



3 その他

里道等整備事業費(戸町3T目)

●繰越明許費

繰越明は、r都市交通対策
1件を上。

業費公共交通次世代両

18,500 千円】

入補助金」



1 一般会予算

業名

2 総務費

I r単独1情報発信設備備費
新市庁舎大型ディスプレイ

2 政策推進費

マイナンバーカード普及促進

キャンペーン業

令和4年度補正予算歳出事別内訳(7月議会第5号)

3 文化施設管理営費

文化施設キャッシュレス化推進

1,123,013 千円

補正額
(千円1

298,760

24.900

3 民生費

4子育て支援環備費

民問保所等副食

舎前広にけて、市民に対して市の主要な話題
や新型コロナウイルス感染症等の報発信を行う大型の
透過ディスプレイをするもの.

マイナンバーカードの取得促進と行政手続のオンライン
化の普及拡大を図るため、マイナンバーカード取得者に
抽選で長崎の特産品等が当選するキャンペーンを実施す
るもの。

256 文化施設へ非接触式のキャッシュレス決済システムを導
入するもの。
入施設遠農周作文学館
・対応決済方法クレジットカード、電子マネー、

QRコード

5 市立保育所費

運営費

273.604

内

支授交付金

6 市立認定こども園費

営

容

7 子育て世帯生活支特別給付金
給付業費(就学援助等世帯分)

川給付金

332,911

47'173 民問保育所等の副食における費が上昇しているた
め、民間保育所等に対して食材費の上昇分を支援するこ
とで保者の負担を防ぐもの.
・対象施設保育所、認定こども園、幼稚、

小規模保育業所、認可外保育施設

市立保育所の副における食材費が上昇しているが、保
護者負担額を増額することなくこれまでと同等の栄養バ
ランスや量を保った給食を提供するための用を増額す
るもの。

現計予算額 302,191千円

市立認定こども園の副食における食材費が上昇している
が、保護者負担額を額することなくこれまでと同等の
栄養バランスや量を保った給食を提供するための費用を

額するもの。

現計予算額 45,849千円

担当課

②事務

1,272

広毅広聴課

林振興課

款農林水産業費

業振興費負担金・補助金
Ⅱ)施設園芸等燃油価格騰対策

補助金

住民情報課

296

文化振興課

284,170

276,000 国の子育て世帯生活支援特別給付の支給対象外となる
'就学援助受給世帯及び同様の水準にある世帯に対して、

市独自の給付金を支給するもの。
・対象児見込数 5,520人

就学助費受給世帯(小中学生) 2,700人
就学援助受給世帯相当 2,820人2

(ア)未就学児 1,800人
8,170 (イ)高校生 1,000人

(ウ)特別児扶養手当対叡児 20人
・支給額対魚児一人当たり5万円
・支給開始時期令和4年9月上旬

②肥料価格騰対策補助金 認定新規就業者の負担軽減を図るため、認定業者、
又は実化された人・地プランに位 づけられた

中心経営体に対して肥料入費を補助するもの。

幼児課

171,736

27,516

8,990 施設園芸等業者の負担軽減を図るため、施設園芸セー
フティーネット構築に加入している者に対して燃油
購入を補助するもの。

18,526

こども政策課

6
 
8



事業名

【単独】業振興施設整備事業補助金

Ⅱ1 地域特産産物生産高度化支援施設

9

憎施設園芸省エネルギー推進施設

10 畜産業費負担金・補助金

畜産配合飼料価格騰対策

11 水産業振興費負担金

漁業用燃油価格

補 正額
容内

1千円}

76,000

40,000 地域特産の物である「長崎いちご」及び「長崎
'わ」の産地の基盤強化・振興を図るため、省エネや自動

化の設備入及び出荷体制の省力化に係る施設整備を行
う認定業者等に対して支援を行うもの。

36,000 安定的な業経営と環に配慮した施設芸の推進を図
るため、施設園芸における燃油使用を軽減する暖房設
備の入を行う業者に対して支援を行うもの.

7 商工費

12 観光振興対策

川観光地城づくり推進

・補助金

騰対策

補助金

補助金

燃料高のを受けにくい電気自動車やハイブリット
車へ更新し、輸送業の安定化による市民の移動手段の
維持、確保並びにゼロカーボンシティ長崎の実現のた
め、次世代自動車等を入する公共交通事業者に対して
補助を行うもの。
・補助対故者路線バス車業者、タクシー事業者

②観光'源魅力推進費

5,020 畜産経営者の負担軽減を図るため、配合飼料価格安定制
'度に加入している者に対して飼料等入を補助するも

の。

1,820 令和4年10月からハ&スホーク型行を実施する予定の
'東部地区の乗り継ぎ拠点である矢上バス停留所が、拠点

として十分な待合環境を有し、密を回避して乗り継ぎが
行えるよう、停留所の整備用を補助するもの。

船,200 漁業者(法人を含む)
セーフティーネット
る者に対して燃油

13 観光施設管理営

観光施設キャッシュレス化推進

18,809

17,278

15,444

8款土木費

14 【単独1里等整備事業

戸町3丁目

担当課

林振興課

6月10日に条件付きで再開されたインバウンド受入を契機観光交流推進室
として、ボストコロナに向けたインバウンドの誘客・受
入について取り組みを加速させるもの。

現計予額 175,065千円

の負担軽減を図るため、漁業経営
築事業(燃油対策)に加入してい
を補助するもの。

15 都市交通対策

公共交通確保支援金

,834 「新しい生活様式」に対応した「歩いて楽しむ」周遊型
光の促進と観光客の満足度向上を図るため、既存の長

崎さるく説明板に肌コードを活用し、スマホ等で建物等
の往時の様子などが見られるように整備を行うもの。

現計予額 2,600千円

16 【単独】都市交通対策串業

n}公共交通次世代車両等

1,531 観光施設へ非接触式のキャッシュレス決済システムを
入するもの。
入施設亀山社中記念館、シーボルト記念館ほか
・対応決済方法クレジットカード、電子マネー、

QRコード

水産振興課

160,489

18,500 令和4年5月12日に発生した戸町3丁目の地及里道の石 中央総合事務所
'垣崩壊に伴う被書拡大を防止するため、仮般の防柵等 地域整備2課

をするもの。

103β21 燃料が高騰している中でも、市民の移動需要を継続し公共交通対策室
て支えられるよう、公共交通事業者の燃料の一部を支
援するもの。
・補助対象者路線バス業者、路面電車業者、

タクシー事業者

②矢上バス停留所整備補助金

入補助金

38,668

26,848

観光政策課



10款教費

17 小学校管理

教 ICT推進費

18 中学校管理費

教 ICT推進費

19 等学校管理費

數 ICT推進費

即学校給食実施費

給食食材等調達費

事業 名
補正額

1千円)

140,308

71,46フォンライン授業や分業に対応するため、アクセスホ
'イント及び電子黒板の整備拡大を行うもの。

※一般会計の繰越明許は、「都市交通対策串業費

32,610 オンライン授や分散授業に対するため、アクセスホ
イント及び電子黒板の整備拡大を行うもの.

2,843 オンライン授や分散授業に対応するため、電子黒板機
'能内蔵プロジェクター及び教用タブレットPCの整備

拡大を行うもの.

33,388 市立小中学校の給における食材費が上昇しているが、
'保優者負担額を増額することなくこれまでと同等の栄養

バランスやを保った給食を提供するための費用を額
するもの。

現計予額 1,誌7,402千円

公共交通次世代車両等入費補助金」1件を針上.

担当課

教育研究所

健康教育課





歳入(議

款項

匝

項別明細書記載)

目節説明

令和4年度一般会計補正予算
充当業一表(7月議会第5号)

・1

款項目

0 ス

1020102【単独】情報発信設備整備事業費

新市庁舎大型ディスプレイ

2020107 政策推進費

マイナンバーカード普及促進キャンペーン事業費

3020108 文化施設管理運営費

文化施設キャッシュレス化推進費

4030201子育て支援環境整備費

民間保育所等副食費支援交付金

5030204市立保育所費

運営費

6030204 市立認定二ども費

運営費

70302価子育て世帯生活支援特別給付金給付事(就学授助等世帯分)

給付金

事務費

8060103 農業振興負担金・補助金

施設園芸等燃油価格高騰対策費補助金

肥料価格高騰対策費補助金

9060103【単独】農業振興施設整備事業費補助金

地域特産産物生産高度化支援施設

施設芸省エネルギー推進施設

10060105 畜産業費負担金・補助金

畜産配合飼料価格高騰対策費補助金

Ⅱ 060302 水産業振興費負担金・補助金

漁業用燃油価格高騰対策費補助金

120701叫観光振興対策費

観光地域づくり推進費

観光資源魅力推進費

130701叫観光施設管理運営費

観光施設キャッシュレス化推進費

14080501 都市交通対策

公共交通確保支援金

1508価01【単独】都市交通対策事業

公共交通次世代車両等導入補助金

矢上バス停留所整備費補助金

16100201 小学校管理費

教育ICT推進費

17 100301 中学校管理費

教育ICT推進費

1810叫02 高等学校管理費

教育ICT推進

歳出(充当事業)

充当事名称

24,900

24,900

273,604

273,604

180

180

47,173

47.173

1,272

1,272

296

296

284,170

276,000

8,170

27,516

8,990

18,526

72,000

36,000

36,000

5.020

5.020

63,200

63,200

17,260

15,444

1β16

900

900

103β21

103,321

38,668

26,848

11β20

71.467

71,467

32,610

32,610

2β43

2β43

(単位:千円)

入予額

..
..
..

,

9



歳入(議案

款項

項別明細

目節

リ県支出金

記載)

説明款項目

19100702 学校給食実施費

給食食材等調達費

令和4年度一般会計補正予算
充当事業一表(7月会第5号)

振

060103

出(充当事業)

充当業名称

金

【単独】業振興施設整備事業費補助金

地域特産産物生産高度化支援施設

(単位:千円)

入予

33,388

33,388

.'.

0

4 00

4,0 0

4@

4,000

4,000



議

2

費

総務費

3 民生費

4

理斑疫物損事故に係る艶償金

衛生費

型コロナウイルス感染症対紫に係る経費
(施晩肖毒委託)

訟委任契約に係る経費

6 林水産案費

7 商工費

8 土木費

9 消防費

令和4年度予備費充用調

投畢故に係る見舞金

戸町3丁目宅地擁壁崩落の2次災害防止に係る
費等

10

374

443

^

教育費

9

Ⅱ 災害復旧費

公務災害に係る療養補償

型コロナウイルス屠染症対簸に係る経費
(抗原検査キット鷹入等)

用

累計

残額
( 200,000 )

計
うち新型コロナウイルス座染症封隻に係る糎費

5刀

1舶

9β09

10

豪令和'年7月4日現在で計

11225

11.225

188,フ75

:円)

合計額

会

1
一
゛
ー

合



事業活

サービス提供者
(市ハ

●燃料費の増加

●原材料代の増加

●物流コストの増加

現

原油価格・物価高騰対策の基本方針

スト増

●過度なコストカット

、策③

3本柱による対策

対策①:国や県の支援が行き届いていない生活困窮者への支援

対策②:市民生活に必要不可欠であり、料金転嫁ができない又は料金転嫁を避けるべき
サービスの維持を支援

対策③:再エネ・省エネ設備への転換やDXによる生産性向上を後押しし、経営基盤を強化

.

生活者
、策①

●家庭での食費の増加
●光熱水費・ガソリン代増加

生 増

●保育所・学校給食費の増加
●公共交通機関の減便

●社会福祉サービスの質の低下
●市産品等の高騰等

短
期


